
道路財源の「一般財源化」に関する意見書

本年 5月 13 日に「道路特定財源に関する基本方針」が閣議決定され、これま

での道路特定財源を｢一般財源化｣することが政府の方針として示されましたが、

地方では、防災対策、通勤･通学、救急医療などの面においても、依然として道

路整備が必要であり、また、過去に整備した道路に関する公債費･維持管理費の

増大や老朽化した橋梁やトンネルの維持補修などさらに財源を要する状況です。

道路財源の「一般財源化」を検討するに当たっては、こうした道路整備や維持

管理等に支障が生じないよう、必要な財源を確保していることが必要と考えま

す。とりわけ、地方においては現在の道路特定財源が 4割程度に止まっている

ことも勘案の上、以下の重点事項の取り組みを要請いたします。

記

１ 道路財源の｢一般財源化｣に当たっては、地方税分及び譲与税分、さらには、

交付金、補助金として地方に配分されている財源について、地方枠として維

持すること。

２ 改めて各地方団体に配分する場合の枠組みについては、これまで道路整備

が遅れている地域により重点的に配分するよう配慮すること。また、地方の

自由度を拡大するような新型交付金などの創設を行なうこと。

３ 本年度の暫定税率の失効等に伴い発生した歳入欠陥等については、全額を

地方特例交付金により補てんするなど政府における適切な対策を講じるこ

と。

４ 新たな整備計画の策定に当たっては、立ちおくれている高規格幹線道路の

整備や安全で安心な冬期交通の確保など、北海道の実情に十分配慮した道

路整備が着実に推進できるようにすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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